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・ 群馬地方最低賃金審議会委員名簿（第 47 期） 

 

・ 群馬地方最低賃金審議会事務局名簿  

 

・ 最低賃金審議会令（第６条第５項） 

 

・ 令和２年度最低賃金に関する実態調査 

 

・ 令和２年度における群馬県特定（産業別）最低賃金に係る申出の意向表明状況 

 

・ 群馬弁護士会「意見書の送付について」 

 

 ・ 群馬県労働組合会議「最低賃金の抜本的な引き上げ、改善を求める要請書」 

 

・ 生活保護制度の概要 

 

・ 「労働市場速報」（令和２年５月分）群馬労働局職業安定部職業安定課 

  

・ 令和２年春闘 各機関別賃上げ集計状況 

 

※ 資料はＨＰ公開用に一部を抜粋したものとなっております。 

  全資料を閲覧したい場合は、群馬労働局労働基準部賃金室の窓口にて閲覧が可能

となっております。 
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最低賃金審議会令（第６条第５項抜粋） 
 
   
第1条 （名称）省略 
第2条 （組織）省略 
第3条 （委員の推薦）省略 
第4条 （臨時委員の任命等）省略 
第5条 （会議）省略 
第6条 （最低賃金専門部会） 

第 1 項～第 4 項  省略 
 
５ 審議会は、あらかじめその議決するところにより、最低賃金専門

部会の決議をもって審議会の決議とすることができる。 
 
第 6 項～第 7 項  省略 
 

第7条 （庶務）省略 
第8条 （雑則）省略 
 
附則 （省略） 
 
 
 



令和２年度最低賃金に関する実態調査 
 
賃金改定状況調査 
 
１ 調査の目的 
  中央最低賃金審議会における目安等の審議資料 
 
２ 調査の範囲及び対象 
  地域・・・群馬県全域 
 
  産業・・・製造業、卸売業，小売業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業，

飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、医療，福祉、サービ

ス業（他に分類されないもの） 
       （企業規模及び常用労働者数 30 人未満の民営事業所） 
   
  調査依頼数  304 事業所 
 
３ 調査事項 
  令和元年６月分賃金及び令和２年６月分賃金 
   
４ 調査方法 
  通信調査（委託先からの発送、郵便報告方式の場合は委託先での回収、オンライ

ン報告方式の場合は本省において回収）） 
 
５ 集計 
  厚生労働省労働基準局賃金課 
 
 
最低賃金に関する基礎調査 
 
１ 調査の目的 
  地方最低賃金審議会における最低賃金の決定及び改正等の審議資料 
 
２ 調査の範囲及び対象 
  地域・・・群馬県全域 
  産業・・・製造業及び情報通信業のうち新聞業及び出版業（100 人未満の民営事

業所） 
卸売業，小売業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サ

ービス業、生活関連サービス業，娯楽業、医療，福祉及びサービス業

（他に分類されないもの）（30 人未満の民営事業所） 
 

  調査依頼数  2,397 事業所 
 
３ 調査事項 
  令和２年６月分賃金 
 
４ 調査方法 
  通信調査（委託先からの発送、郵便報告方式の場合は労働局での回収、オンライ

ン報告方式の場合は本省において回収） 



 
５ 集計 
  群馬労働局労働基準部賃金室 
 
集計結果の公表 
 
 集計結果のうち、以下の集計表については、本年地方最低賃金審議会の審議終了の

４ヶ月後に厚生労働省ホームページ及びｅ－ｓｔａｔへ掲載します。ただし、必要に

応じて地方最低賃金審議会において一部公表とすることも可能です。 
① 産業、就業形態、賃金階級、事業所規模・地域・年齢階級別労働者数 
② 産業、就業形態、賃金階級、性、年齢階級別労働者数 
③ 賃金階級、勤続年数階級別労働者数 

④ 諸手当の種類別労働者１人平均支給額 
 
集計及び復元方法 
 
 「平成 28 年経済センサス（活動調査）」の結果に基づく「事業所母集団データベー

ス（平成 30 年次フレーム）」の産業分類ごとの労働者数により復元し、集計します。 
 月給者及び日給者については、時間額に換算して集計します。 



令和２年度における群馬県特定（産業別）最低賃金に係る申出の意向表明状況 
                                           適用労働者数は、令和２年１月現在把握のもの 

新設・改正

の別 
件名・適用の範囲 意向表明日 意向表明者（団体名） 適用労働者数 申出期日 

改 正 

群馬県製鋼・製鋼圧延業、鉄素形材製造業 
最低賃金 
[E220＋E222＋E225（E2251・E2252 除く）
＋L7282] 

令和２年 2 月６日 
・日本基幹産業労働組 
合連合会 
群馬県本部 

1,793 人 令和２年 7 月 31 日 

改 正 

群馬県ポンプ・圧縮機器、一般産業用機械・装

置、その他のはん用機械・同部分品、金属加工

機械、その他の生産用機械・同部分品、事務用

機械器具、サービス用・娯楽用機械器具製造業

最低賃金 
[E25（E251 除く）＋E260＋E2621（一部）＋
E2635（一部）＋E2645＋E2652＋E266＋E269
（E2693 一部除く＋E2699 除く）＋E270＋
E271＋E272＋L7282]  

令和２年 2 月６日 
・ＪＡＭ北関東群馬県連

絡会（ＪＡＭ群馬） 
15,862 人 令和２年 7 月 31 日 

改 正 

群馬県電子部品・デバイス・電子回路、電気機

械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金 
[E28＋E29（E2941・E295 除く＋E2973 一部
除く＋E299 除く）＋E30＋L7282] 

令和２年 2 月６日 

・全日本電機・電子・情

報関連産業労働組合連合

会 
群馬地方協議会 

17,790 人 令和２年 7 月 31 日 

改 正 群馬県輸送用機械器具製造業最低賃金 
[E260＋E2621（一部）＋E31＋L7282]   

令和２年 2 月６日 
・全日本自動車産業労働

組合総連合会 
 群馬地方協議会 

40,393 人 令和２年 7 月 31 日 

































生活保護制度の概要 

 
１ 目的 

生活に困窮する国民に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的

な最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。 

 

２ 保護の要件 

・世帯員全員の、資産、能力その他あらゆるものをすべて活用した上でも、収入が最低生

活費に満たない場合に対象となる。 

※各種の社会保障施策による支援、不動産等の資産、扶養義務者による扶養、稼働能力

等の活用が保護実施の前提。 

・困窮に至った理由は問わない。 

 

３ 保護の内容 

・扶助の種類は、生活扶助、住宅扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業

扶助及び葬祭扶助。 

※医療扶助及び介護扶助は、医療機関等に委託して行う現物給付とし、それ以外は金銭

給付が原則。 

・ 各扶助により、健康で文化的な生活水準を維持することができる最低限度の生活を保障。

扶助の基準は厚生労働大臣が設定する。 

 

 

（平成２８年４月 生活扶助基準額の例） 

 東京都区部等 地方郡部等 

標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １６０，１１０ １３１，６４０ 

高齢者単身世帯（６８歳） ８０，８７０ ６５，５６０ 

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２０，７３０ ９７，８６０ 

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １８９，８７０ １５９，９００ 

 

（平成３０年１０月 生活扶助基準額の例） 

 東京都区部等 地方郡部等 

標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １５８，９００ １３３，６３０ 

高齢者単身世帯（６８歳） ７９，５５０ ６５，５００ 

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２０，４１０ １００，１９０ 

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １８９，１９０ １６１，８９０ 



  （令和元年１０月 生活扶助基準額の例） 

 東京都区部等 地方郡部等 

標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １５８，２１０ １３５，８３０ 

高齢者単身世帯（６８歳） ７８，２３０ ６５，２７０ 

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２０，２４０ １０２，４３０ 

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １８９，５８０ １６４，６７０ 

 

※上記額に加えて、必要に応じて、住宅扶助、医療扶助等が支給される。 

 

４ 保護の実施機関 

・都道府県知事及び市町村長により設置される福祉事務所の長。 

 

５ 保護受給に至る手続 

・申請による場合 

事前の相談⇒⇒⇒保護の申請⇒⇒⇒⇒保護費の支給 

                ↓ 

⇒⇒⇒⇒医療機関への入院、保護施設等への入所 

 ・職権による場合 

 

６ 保護の要否の判定と支給される保護費 

・厚生労働大臣が定める基準で測定される最低生活費と収入を比較して、収入が最低生

活費に満たない場合に保護を適用。最低生活費から収入を差し引いた差額を保護費と

して支給。 

※収入：就労による収入、年金等社会保障の給付、親族による援助、交通事故の補償

等を認定。 

～最 低 生 活 費～ 

           ｜ 

～～収         入～～  ⇒⇒⇒保護が適用されないケース 

             ｜ 

～収 入～ ｜――――      ⇒⇒⇒保護が適用されるケース 

          ↓ 

支給される保護費 

 

７ 保護適用後の調査及び指導 

・世帯の実態に応じ、年数回の訪問調査。 

・収入・資産等の届出を義務付け、定期的に課税台帳との照合を実施。 

・就労の可能性のある者への就労指導。 



 

 

厚生労働省 

  群馬労働局 

 
厚   生  労  働   省                               【照会先】 

  群 馬 労 働 局 発 表                          群馬労働局職業安定部職業安定課 
  令 和 ２年 ６月 ３ ０日                          課          長  須田  弘之 
                                            地方労働市場情報官 櫻井  健治 
                                                          （電   話）  ０２７－２１０－５００７ 
                                        

 

 
 

      有効求人倍率（季節調整値）   １．３３倍 【全国１０位／全国 １．２０倍】 

※前月 有効求人倍率（季節調整値）  １．５１倍 【全国 ７位／全国 １．３２倍】 

  正社員有効求人倍率（原数値） ０．９２倍 【全国 １７位／全国 ０．８４倍】：前年同月 １．１７倍 

新規求人倍率 （季節調整値）  １．６６倍 （前月：１．９２倍） 

 

   
               
 
 
 
 
 
 
 
 

 ・ 求人数は前年同月比で新規・有効ともに減少 

      ・ 求職者数は前年同月比で新規・有効ともに減少 
    
    

 

～～産業別新規求人数～～ 

新規求人数  ５ 月 前年同月比 前年同月差 ポイント 

全産業 9,359 人 ▲40.2％ ▲6,300 人 ２か月連続の減少 

主
な
産
業 

建設業 1,112 人 8.7％ 89 人 ２か月連続の増加 

製造業 1,196 人 ▲42.3％ ▲875 人 １３か月連続の減少 

情報通信業 106 人 ▲1.9％ ▲2人 ２か月連続の減少 

運輸業・郵便業 468 人 ▲32.9％ ▲229 人 ３か月連続の減少 

卸売・小売業 1,006 人 ▲77.6％ ▲3,479 人 ２か月連続の減少 

宿泊業・飲食サービス業 250 人 ▲65.4％ ▲473 人 ６か月連続の減少 

医療・福祉 3,118 人 ▲17.7％ ▲671 人 ２か月連続の減少 

サービス業 815 人 ▲31.2％ ▲369 人 ７か月連続の減少 

                                                                             
    
総括 
有効求人倍率は１．３３倍で前月から０．１８ポイントの減少。１倍を超えて推移しているものの、有効求人数が

大幅に減少している。 

新型コロナウィルス感染症が雇用に与える影響に、より一層の注視が必要。 
 
 

 ４ 月 前年同月比 ５ 月 前年同月比 ポイント 

有効求人数 35,094人 ▲13.4％ 29,595人 ▲25.7％ ８か月連続の減少 

有効求職者数 24,627人 ▲0.8％  24,282人 ▲1.7％ ２か月連続の減少 

新規求人数 10,291人 ▲19.6％ 9,359人 ▲40.2％ ２か月連続の減少 

新規求職者数 7,037人 ▲6.4％ 5,699人 ▲9.0％ ４か月連続の減少 
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群馬労働局職業安定部職業安定課

第１表　　一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

年月

項目

全

　う　ち　常　用 (倍）

数 　う　ち　パート （倍）

第２表　　産業別新規求人状況（学卒を除きパートを含む）

項目

産 食 料 品

　　　 プ ラ ス チ ッ ク 製 品

金 属 製 品

は ん 用 機 械 器 具

業
生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電 気 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具

別

（注）新産業分類（平成25年10月改定：26年4月1日施行「日本標準産業分類」）に基づく区分により掲載している。

－

－

▲ 23.5

－

▲ 0.40

▲ 0.35

▲ 0.42

▲ 42.3

▲ 0.25

対前月増減
率（％）

▲ 19.0

▲ 9.1

－

▲ 1.4

－

▲ 6.2

▲ 0.26

0.8

▲ 11.2

－

－

－

対 前 年 同 月 増 減
率、差(％、ポイント）

▲ 9.0

▲ 40.2

▲ 0.69

▲ 1.7

▲ 25.7

8.8

▲ 0.18

▲ 369

季節調整値対前月
増減率、差（％、ポ
イント）

▲ 151

▲ 2

▲ 229

▲ 3,479

▲ 473

▲ 671

▲ 62

▲ 33

▲ 37

▲ 41

▲ 32

▲ 68

前年同月差
（人）

全数

▲ 6,300

89

▲ 875

▲ 223

1.03

▲ 43.0

２．季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。

全 産 業

13.1

（注）

▲ 40.23,4795,739

994

対前年同月比（％）新規求人数（人）

全数 パート

8.7

▲ 53.05,880

▲ 18.3116

▲ 28.8

0.034

37

▲ 23.4

▲ 52.8▲ 50.7115 ▲ 48.7

▲ 28.7

1.170.92

うち常用

パート除く

うち常用
全数パート

パート除く

１．新規求人倍率及び有効求人倍率（網掛け部分）は季節調整値、他は原数値を掲載している。

▲ 84.2

40 7

0

250.0

▲ 100.0

▲ 42.2

▲ 39.4

▲ 52.556

839

64

102 97

▲ 40.2

▲ 41.9346850

14

▲ 18.9

▲ 86.9

▲ 6.7

▲ 60.6

▲ 6.3

▲ 20.9

▲ 60.3

▲ 64.7

33.3

▲ 17.4▲ 17.7

148 ▲ 65.4

▲ 17.9

▲ 48.0 ▲ 71.5▲ 49.8

1,458 ▲ 17.3

▲ 77.6

▲ 1.9

▲ 19.8

医 療 ・ 福 祉

106

卸 売 ・ 小 売 業

宿泊業・飲食サービス業

468

250

▲ 32.9

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業 67

16

401 398

380626

37

20

56

9

20

223223

108

3,118

90 84

6221,006

102

1,660 1,659

102

▲ 34.3

▲ 53.5

▲ 61.5

996

63

▲ 46.6

▲ 38.0

40

57

▲ 42.3

▲ 31.6 ▲ 31.4

▲ 53.8

▲ 33.9

0.0

▲ 49.1 ▲ 14.0

▲ 53.5

▲ 47.4

▲ 39.4

▲ 47.4

就   職   件   数  （件） 1,653

正社員有効求人倍率（倍）

2,192

月間有効求職者数（人） 24,627

35,094

1.51

24,690

令和２年 令和２年 令和元年

５月 ４月 ５月

39,850

7,037新 規 求 職 者 数 （人） 5,699 6,266

9,359

1.92 2.35

108

▲ 15.7

－

1.44

10,291

月 間 有 効 求 人 数（人）

有 効 求 人 倍 率 （倍）

新  規  求  人  数 （人）

1.33

新 規 求 人 倍 率 （倍）

1.09

1.73

15,659

815 471

29,595

1.43

1,264

1.71

9,359

1,196

1.25

57

1.66

24,282

232

101

142

93

20

▲ 31.0

1.85

▲ 35.6

建 設 業

71

主

な

内

訳

製 造 業

47

1,112

217

12.8

▲ 40.0

▲ 21.7

▲ 41.4

▲ 39.4

サ ー ビ ス 業 379 344 ▲ 31.2 ▲ 27.5
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群馬労働局職業安定部職業安定課

第３表　　時系列でみた一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

項目

年月
対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

うち受給者

6,700 ▲ 4.7 12,373 4.8 1.86 26,595 ▲ 4.9 34,005 5.2 1.28 2,440 506

6,452 ▲ 3.7 13,549 9.5 2.10 25,492 ▲ 4.1 37,829 11.2 1.48 2,351 493

6,129 ▲ 5.0 13,840 2.1 2.26 24,141 ▲ 5.3 39,207 3.6 1.62 2,220 465

5,912 ▲ 3.5 14,027 1.3 2.37 23,091 ▲ 4.3 40,067 2.2 1.74 2,155 454

6,019 1.8 13,526 ▲ 3.6 2.25 23,788 3.0 39,020 ▲ 2.6 1.64 1,988 454

元年 ５月 6,266 ▲ 2.5 15,659 14.1 r 2.35 24,690 ▲ 0.9 39,850 2.2 r 1.73 2,192 430

６月 5,933 3.3 12,948 4.7 2.23 24,386 1.1 39,081 3.5 r 1.72 2,066 478

７月 6,149 13.4 12,757 ▲ 8.6 r 2.09 24,175 4.7 39,362 4.4 r 1.70 2,117 468

８月 5,481 ▲ 1.9 14,844 5.2 r 2.45 23,723 4.7 38,652 0.5 r 1.67 1,787 419

９月 5,884 8.3 13,061 1.3 r 2.22 23,753 5.4 39,324 1.0 r 1.66 2,057 481

１０月 6,159 ▲ 4.9 13,808 ▲ 6.3 r 2.17 23,974 2.0 39,633 ▲ 0.8 r 1.66 2,095 487

１１月 5,107 ▲ 1.1 13,205 ▲ 14.6 r 2.24 23,102 2.2 38,133 ▲ 7.6 r 1.60 1,921 497

１２月 4,855 13.4 13,361 17.3 r 2.45 21,981 4.9 38,490 ▲ 2.5 r 1.64 1,678 444

２年 １月 6,692 4.5 12,441 ▲ 18.9 1.76 22,783 7.3 37,626 ▲ 7.6 1.52 1,544 398

２月 6,114 ▲ 3.8 14,198 ▲ 15.8 2.09 23,683 5.2 39,017 ▲ 7.8 1.52 1,769 401

３月 6,070 ▲ 1.4 13,228 2.4 2.37 24,369 2.5 38,547 ▲ 10.6 1.51 2,329 502

４月 7,037 ▲ 6.4 10,291 ▲ 19.6 1.92 24,627 ▲ 0.8 35,094 ▲ 13.4 1.51 1,653 382

５月 5,699 ▲ 9.0 9,359 ▲ 40.2 1.66 24,282 ▲ 1.7 29,595 ▲ 25.7 1.33 1,264 259

（注）１．年度は月平均（求人倍率は原数値）。　 ２．r は令和２年１月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表す。

　　　３．受給者は雇用保険受給者を表す。

平成29年度

平成30年度

令和元年度

平成27年度

平成28年度

就職件数新規求職者数 新規求人数 有効求職者数 有効求人数新規求人
倍率
(季節調
整値）

有効求人
倍率
(季節調
整値）

- ３ -



群馬労働局職業安定部職業安定課

第４表　　群馬県の雇用保険の状況 第５表　　全国の主要指標

項目 項目

年月 対前年増減率 対前年増減率 年月 （万人）

 平成27年度 1,611 ▲ 4.3 5,749 ▲ 5.8  平成27年度 1.23 218 3.3

 平成28年度 1,529 ▲ 5.1 5,202 ▲ 9.5  平成28年度 1.39 203 3.0

 平成29年度 1,459 ▲ 4.6 4,865 ▲ 6.5  平成29年度 1.54 183 2.7

 平成30年度 1,392 ▲ 4.6 4,639 ▲ 4.6  平成30年度 1.62 166 2.4

 令和元年度 1,506 8.2 5,353 15.4  令和元年度 1.55 162 2.3

元年 ５月 1,788 ▲ 10.2 4,667 ▲ 2.0 元年 ５月 1.62 165 2.4

６月 1,475 14.8 4,770 2.1 ６月 1.61 162 2.3

７月 1,508 9.4 5,228 5.2 ７月 1.59 156 r 2.3

８月 1,356 2.3 5,277 2.1 ８月 1.59 157 r 2.3

９月 1,387 17.8 5,292 7.8 ９月 1.58 168 2.4

１０月 1,688 ▲ 1.9 5,309 7.3 １０月 r 1.58 164 2.4

１１月 1,290 1.9 5,757 21.8 １１月 r 1.57 151 2.2

１２月 1,357 47.2 6,079 37.6 １２月 1.57 145 2.2

２年 １月 1,410 3.3 6,244 37.4 ２年 １月 1.49 159 2.4

２月 1,335 9.1 5,601 30.6 ２月 1.45 159 2.4

３月 1,442 20.5 5,686 35.8 ３月 1.39 176 2.5

４月 2,463 21.2 5,583 29.1 ４月 1.32 189 2.6

５月 2,688 50.3 6,194 32.7 ５月 1.20

１．年度は月平均。   ２．年度の求人倍率及び失業率は実数。
３．失業者数及び失業率は総務省労働力調査による。

４．r は令和２年１月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表す。

（注）

受給資格決定件数 受給者実人員
完全失業者数
（全国・原数値）

全国有効
求人倍率

（季節
調整値）

完全失業率
（季節調整

値）

- 4 -



都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）
令和2年5月　全国平均1.20　［原数値1.10倍］

（注）季節調整値計算（季節調整値替え）は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整済系列が改定される。

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

0.78

1.11

1.12

1.18

1.23

0.94

1.08

1.18

0.95

1.34

1.42

1.18

1.23

1.52

1.59

1.43

1.23

1.02

1.24

1.05

1.33

1.24

0.93

1.17

1.28

1.06

1.40

1.12

1.02

1.66

1.32

1.30

1.21

0.95

1.55

1.00

1.07

1.33

1.08

1.36

1.23

1.10

1.28

1.26

1.01

0.93

0.96

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2

沖縄

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

高知

愛媛

香川

徳島

山口

広島

岡山

島根

鳥取

和歌山

奈良

兵庫

大阪

京都

滋賀

三重

愛知

静岡

岐阜

長野

山梨

福井

石川

富山

新潟

神奈川

東京

千葉

埼玉

群馬

栃木

茨城

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

北海道

（倍）

全国平均
1.00倍 1.20
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　　　　　　　群馬労働局職業安定部職業安定課

5 月

有効求人 人 ▲ 11.2 ％

有効求職 人 0.8 ％

有効求人倍率 ▲ 0.18 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

5 月

新規求人 人 ▲ 6.2 ％

新規求職 人 8.8 ％

新規求人倍率 ▲ 0.26 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

‐　６　‐

5,893

1.66

前月比（％、ポイント）

30,548

23,014

1.33

前月比（％、ポイント）

9,758

前月との比較（令和２年５月）

有効（求人・求職・求人倍率）

新規（求人・求職・求人倍率）



群馬労働局職業安定部職業安定課

（新産業分類） （新産業分類）

全産業 建設業 製造業 情報通信業
運輸業，
郵便業

卸売・小売業
宿泊業，飲食
サービス業

医療・福祉 サービス業 【製造業全体】  食　　料　　品 
プラスチック製

品
金　属　製　品

はん用機械器
具製造業

生産用機械器
具製造業

業務用機械器
具製造業

電気機械
器具

輸送用機械器
具

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

２年5月 ▲ 40.2 8.7 ▲ 42.3 ▲ 1.9 ▲ 32.9 ▲ 77.6 ▲ 65.4 ▲ 17.7 ▲ 31.2 ２年5月 ▲ 42.3 ▲ 50.7 ▲ 38.0 ▲ 18.9 ▲ 34.3 ▲ 46.6 ▲ 61.5 ▲ 42.2 ▲ 39.4

２年4月 ▲ 19.6 15.2 ▲ 40.7 ▲ 13.4 ▲ 32.6 ▲ 12.4 ▲ 45.8 ▲ 12.0 ▲ 15.7 ２年4月 ▲ 40.7 ▲ 39.3 ▲ 59.0 ▲ 35.7 ▲ 30.8 ▲ 28.4 0.0 ▲ 19.0 ▲ 54.9

２年3月 2.4 ▲ 8.4 ▲ 20.7 22.9 ▲ 14.0 72.3 ▲ 15.4 5.8 ▲ 32.9 ２年3月 ▲ 20.7 ▲ 23.0 ▲ 29.0 ▲ 29.1 ▲ 5.6 ▲ 16.8 28.0 ▲ 42.9 ▲ 15.4

２年2月 ▲ 15.8 ▲ 6.2 ▲ 16.6 ▲ 14.2 13.7 ▲ 58.8 ▲ 0.7 8.2 ▲ 12.7 ２年2月 ▲ 16.6 ▲ 14.8 ▲ 9.1 ▲ 0.4 ▲ 25.9 ▲ 36.7 ▲ 34.7 24.7 ▲ 22.3

２年1月 ▲ 18.9 ▲ 10.7 ▲ 31.5 ▲ 4.2 ▲ 2.2 ▲ 38.3 ▲ 16.8 ▲ 10.6 ▲ 14.0 ２年1月 ▲ 31.5 ▲ 42.0 ▲ 30.9 ▲ 46.8 6.7 4.3 47.5 ▲ 43.6 ▲ 46.5

元年12月 17.3 ▲ 13.3 ▲ 3.3 0.9 19.7 103.9 ▲ 23.3 11.6 ▲ 14.8 元年12月 ▲ 3.3 10.2 21.0 ▲ 18.0 16.8 31.7 28.6 ▲ 8.8 ▲ 6.7

元年11月 ▲ 14.6 17.7 ▲ 13.7 4.9 ▲ 11.0 ▲ 60.6 5.8 12.2 ▲ 6.2 元年11月 ▲ 13.7 ▲ 5.0 ▲ 24.6 ▲ 18.1 ▲ 26.7 48.0 ▲ 28.3 ▲ 4.0 ▲ 14.9

元年10月 ▲ 6.3 ▲ 9.3 ▲ 26.2 ▲ 11.5 20.8 ▲ 18.3 14.5 ▲ 3.8 2.8 元年10月 ▲ 26.2 ▲ 30.8 ▲ 19.1 ▲ 36.1 ▲ 12.4 ▲ 44.5 ▲ 47.7 ▲ 6.2 ▲ 42.3

元年9月 1.3 ▲ 8.0 ▲ 6.8 49.3 ▲ 8.6 11.3 ▲ 0.4 17.1 ▲ 22.6 元年9月 ▲ 6.8 ▲ 2.3 ▲ 21.0 ▲ 9.3 ▲ 17.8 50.0 71.1 ▲ 16.6 ▲ 0.6

元年8月 5.2 7.8 ▲ 8.6 8.1 ▲ 20.9 67.3 ▲ 0.1 ▲ 3.3 ▲ 8.9 元年8月 ▲ 8.6 5.1 ▲ 39.1 ▲ 4.3 ▲ 10.8 37.2 32.5 5.6 ▲ 11.6

元年7月 ▲ 8.6 ▲ 19.1 ▲ 5.6 10.4 ▲ 3.9 ▲ 34.2 30.1 ▲ 5.0 ▲ 7.5 元年7月 ▲ 5.6 ▲ 4.8 ▲ 18.0 ▲ 4.7 24.5 ▲ 19.2 ▲ 59.3 6.5 7.3

元年6月 4.7 ▲ 10.7 ▲ 17.4 ▲ 5.4 7.1 33.6 1.7 8.9 3.2 元年6月 ▲ 17.4 ▲ 19.7 ▲ 12.0 ▲ 4.3 ▲ 8.6 1.6 21.4 ▲ 14.3 ▲ 35.6

元年5月 14.1 ▲ 5.8 ▲ 3.9 ▲ 24.5 ▲ 27.8 130.6 ▲ 30.5 9.1 ▲ 4.5 元年5月 ▲ 3.9 0.0 ▲ 4.7 ▲ 4.9 ▲ 29.9 23.9 40.5 1.3 ▲ 11.5

31年4月 ▲ 11.9 ▲ 25.0 2.9 ▲ 14.2 15.0 ▲ 49.5 19.6 ▲ 1.4 ▲ 13.2 31年4月 2.9 0.0 4.5 19.0 23.7 ▲ 12.8 ▲ 38.6 26.1 ▲ 11.3

31年3月 ▲ 11.3 7.5 ▲ 11.6 ▲ 51.2 ▲ 0.8 ▲ 33.2 10.8 ▲ 11.2 ▲ 4.2 31年3月 ▲ 11.6 ▲ 22.5 22.2 ▲ 3.7 ▲ 9.2 ▲ 9.0 31.6 ▲ 21.8 ▲ 2.8

31年2月 8.6 5.9 1.2 ▲ 3.6 ▲ 21.5 41.9 ▲ 9.3 5.0 9.1 31年2月 1.2 12.4 ▲ 23.9 ▲ 6.2 ▲ 25.2 13.5 36.4 ▲ 10.2 ▲ 5.0

31年1月 9.5 2.0 8.5 37.9 17.0 ▲ 3.9 ▲ 4.8 11.9 21.4 31年1月 8.5 ▲ 13.1 9.4 35.7 ▲ 3.2 ▲ 6.9 ▲ 38.5 39.7 57.0

30年12月 ▲ 11.7 9.0 ▲ 2.5 ▲ 1.8 9.1 ▲ 39.0 10.0 ▲ 14.9 1.0 30年12月 ▲ 2.5 ▲ 18.6 24.3 7.4 20.2 ▲ 17.5 ▲ 12.5 14.4 11.8

30年11月 13.0 ▲ 0.1 1.3 13.4 35.4 42.6 ▲ 3.0 8.1 ▲ 10.4 30年11月 1.3 7.4 14.3 5.5 ▲ 31.1 ▲ 53.3 20.5 5.6 0.0

30年10月 0.8 ▲ 3.7 26.5 0.9 ▲ 23.6 ▲ 11.7 ▲ 9.3 9.5 12.3 30年10月 26.5 40.8 3.9 34.0 25.8 19.1 3.2 23.7 42.7

30年9月 ▲ 8.3 0.7 3.4 ▲ 47.8 14.8 ▲ 32.8 4.6 ▲ 15.2 7.3 30年9月 3.4 ▲ 10.7 30.9 ▲ 2.3 7.5 ▲ 17.9 31.0 39.6 8.0

30年8月 3.2 3.9 2.7 ▲ 13.9 54.7 ▲ 24.6 ▲ 9.2 20.2 7.6 30年8月 2.7 11.4 58.5 ▲ 13.1 ▲ 31.5 ▲ 14.3 ▲ 2.4 ▲ 17.8 9.4

30年7月 8.0 47.8 12.3 ▲ 27.4 ▲ 14.0 ▲ 10.7 6.3 14.1 46.4 30年7月 12.3 ▲ 12.9 5.2 14.1 44.9 16.9 ▲ 10.6 9.2 15.1

30年6月 ▲ 8.2 9.6 13.6 ▲ 47.9 19.8 ▲ 34.4 ▲ 11.6 ▲ 9.6 ▲ 19.1 30年6月 13.6 ▲ 7.5 10.3 32.5 2.7 52.5 2.4 13.4 30.3

※「製造業」のうち、 主な業種別（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

    群馬労働局職業安定部職業安定課

 産業別新規求人数（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

- ７ -



群馬労働局職業安定部職業安定課
令和２年度　　新規求職者（常用）の態様別内訳（パートを除く）

当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 計
前年
同期
比

4,397 1.6 3,707 ▲ 2.7 8,104 ▲ 82.3

1,029 ▲ 25.3 971 ▲ 28.4 2,000 ▲ 88.6

3,166 18.0 2,562 14.5 5,728 ▲ 77.7

　 うち事業主都合 1,103 43.4 1,014 86.7 2,117 ▲ 68.4

うち自己都合 1,869 7.8 1,452 ▲ 8.1 3,321 ▲ 81.3

 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成３０年度

計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比

64,030 ▲ 7.7 60,715 ▲ 5.2 77,622 27.8 83,535 7.6 77,001 ▲ 7.8 72,924 ▲ 5.3 68,236 ▲ 6.4 61,822 ▲ 9.4 56,883 ▲ 8.0 53,479 ▲ 6.0 50,153 ▲ 6.2 47,310 ▲ 5.7 44,798 ▲ 5.3 45,845 2.3

15,517 5.5 15,391 ▲ 0.8 18,837 22.4 17,133 ▲ 9.0 20,030 16.9 18,604 ▲ 7.1 20,178 8.5 20,586 2.0 20,625 0.2 19,927 ▲ 3.4 19,482 ▲ 2.2 18,862 ▲ 3.2 18,024 ▲ 4.4 17,531 ▲ 2.7

43,524 ▲ 11.2 40,802 ▲ 6.3 53,907 32.1 60,589 12.4 49,625 ▲ 18.1 45,199 ▲ 8.9 41,948 ▲ 7.2 36,007 ▲ 14.2 31,608 ▲ 12.2 29,481 ▲ 6.7 27,123 ▲ 8.0 25,266 ▲ 6.8 23,958 ▲ 5.2 25,686 7.2

　 うち事業主都合 9,585 ▲ 15.2 10,099 5.4 21,958 117.4 29,246 33.2 18,625 ▲ 36.3 17,412 ▲ 6.5 15,734 ▲ 9.6 11,742 ▲ 25.4 9,230 ▲ 21.4 8,293 ▲ 10.2 7,310 ▲ 11.9 6,342 ▲ 13.2 5,845 ▲ 7.8 6,700 14.6

うち自己都合 31,056 ▲ 9.7 27,942 ▲ 10.0 28,888 3.4 27,478 ▲ 4.9 27,397 ▲ 0.3 24,860 ▲ 9.3 23,849 ▲ 4.1 22,391 ▲ 6.1 20,784 ▲ 7.2 19,682 ▲ 5.3 18,462 ▲ 6.2 17,630 ▲ 4.5 16,864 ▲ 4.3 17,724 5.1

２年8月 ２年10月 ２年11月２年4月 ２年5月 ２年6月 ２年7月 ２年9月 元年度計２年12月 ３年2月３年1月 ３年3月

令和元年度

うち離職者

○　参　　考

新規求職者

新規求職者数

うち在職者

うち離職者

うち在職者
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群馬労働局職業安定部職業安定課

前年同月差
（ポイント）

３０年５月 18,159 15,255 1.19 0.16 1.03 1.10

３０年６月 17,887 14,830 1.21 0.14 1.08 1.12

３０年７月 17,576 14,655 1.20 0.11 1.11 1.13

３０年８月 17,790 14,475 1.23 0.12 1.13 1.13

３０年９月 18,117 14,308 1.27 0.12 1.15 1.14

３０年１０月 18,478 14,774 1.25 0.08 1.15 1.13

３０年１１月 18,183 14,209 1.28 0.07 1.19 1.14

３０年１２月 17,633 13,308 1.32 0.08 1.23 1.14

３１年１月 17,998 13,634 1.32 0.12 1.21 1.14

３１年２月 18,574 14,451 1.29 0.09 1.18 1.15

３１年３月 18,915 15,041 1.26 0.10 1.14 1.15

３１年４月 18,141 15,238 1.19 0.04 1.08 1.15

元年５月 17,556 14,960 1.17 ▲ 0.02 1.07 1.15

元年６月 17,629 14,834 1.19 ▲ 0.02 1.10 1.15

元年７月 17,674 15,112 1.17 ▲ 0.03 1.12 1.14

元年８月 17,644 15,011 1.18 ▲ 0.05 1.13 1.14

元年９月 18,005 14,976 1.20 ▲ 0.07 1.14 1.13

元年１０月 18,026 15,060 1.20 ▲ 0.05 1.15 1.13

元年１１月 17,976 14,510 1.24 ▲ 0.04 1.18 1.13

元年１２月 17,540 14,078 1.25 ▲ 0.07 1.21 1.13

２年１月 17,528 14,639 1.20 ▲ 0.12 1.13 1.07

２年２月 17,815 15,259 1.17 ▲ 0.12 1.08 1.05

２年３月 17,545 15,698 1.12 ▲ 0.14 1.02 1.03

２年４月 16,134 15,723 1.03 ▲ 0.16 0.92 0.98

２年５月 14,262 15,570 0.92 ▲ 0.25 0.84 0.90

◎正社員有効求人倍率の説明

１． 算出方法

=

（注）

２．

正社員の有効求人倍率

正社員の月間有効求人数　（A）

分母の「パートタイムを除く常用の有効求職者数」には派遣労働者や契約社員を希望する求職者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となります。

正社員求人は、現在のシステムでは産業別の求人数データの出力など、各種増減を比較できる基礎デ－タがない
ために、記者発表の際に配付している「参考資料」のようなコメントや、月々の倍率の増減についての説明は、大変
申し訳ありませんができませんので御了承願います。

正社員の有効求
人倍率（原数値）
（ A/B ）

全国：正社員
有効求人倍率

(原数値）

正社員有効求人倍率
パートタイムを除く常用の月間有効求職者数 （B）

全国：正社員
有効求人倍率
(季節調整値）

正社員の有効求
人数（ A ）

常用有効求職者
数（パートを除く）
（ B ）

項目

年月

年月
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群馬労働局職業安定部職業安定課

元年５月 元年６月 元年７月 元年８月 元年９月 元年10月 元年11月 元年12月 ２年１月 ２年２月 ２年３月 ２年４月 ２年５月

群馬県 1.61 1.60 1.63 1.63 1.66 1.65 1.65 1.75 1.65 1.65 1.58 1.43 1.22

前　橋 1.53 1.62 1.63 1.49 1.53 1.59 1.68 1.74 1.60 1.58 1.48 1.33 1.08

高　崎 2.21 2.13 2.20 2.24 2.26 2.26 1.92 2.37 2.35 2.31 2.27 2.11 1.85

安　中 0.97 0.85 0.93 0.98 1.06 0.99 1.08 1.16 1.07 1.06 1.08 1.05 0.97

桐　生 1.20 1.16 1.19 1.21 1.30 1.36 1.35 1.33 1.20 1.18 1.11 0.97 0.89

伊勢崎 1.61 1.58 1.57 1.62 1.64 1.54 1.62 1.63 1.63 1.59 1.62 1.38 1.13

太　田 1.20 1.21 1.21 1.30 1.24 1.15 1.26 1.23 1.22 1.20 1.12 1.00 0.92

館　林 2.02 2.00 2.00 1.99 2.21 2.20 2.32 2.41 2.03 2.08 1.81 1.69 1.39

沼　田 1.47 1.45 1.47 1.59 1.66 1.73 1.57 1.77 1.46 1.41 1.43 1.24 1.04

富　岡 2.02 2.02 2.04 1.89 1.82 2.16 2.31 2.30 2.12 2.22 2.25 2.09 2.05

藤　岡 1.21 1.19 1.27 1.35 1.36 1.23 1.32 1.40 1.43 1.50 1.48 1.28 1.14

渋　川 1.24 1.19 1.25 1.22 1.19 1.27 1.32 1.30 1.21 1.24 1.20 1.09 0.86

中之条 2.56 2.86 2.65 2.62 2.54 2.57 2.37 2.03 1.80 2.11 2.10 1.69 1.33
（一般＋パート）

元年５月 元年６月 元年７月 元年８月 元年９月 元年10月 元年11月 元年12月 ２年１月 ２年２月 ２年３月 ２年４月 ２年５月

群馬県 2.50 2.18 2.07 2.71 2.22 2.24 2.59 2.75 1.86 2.32 2.18 1.46 1.64

前　橋 2.43 2.36 1.79 2.47 2.18 2.08 2.93 2.45 1.65 2.39 1.91 1.40 1.60

高　崎 4.23 2.31 2.33 4.76 2.23 2.49 3.16 4.38 2.39 2.82 3.60 1.91 2.59

安　中 1.04 1.78 1.89 1.28 1.56 1.54 1.99 2.43 1.35 1.51 1.71 1.35 1.27

桐　生 1.50 1.67 1.71 1.78 2.26 1.95 1.78 2.18 1.34 1.61 1.65 1.17 1.16

伊勢崎 2.14 2.44 2.14 2.44 2.44 2.36 2.53 2.34 2.33 2.22 2.24 1.62 1.13

太　田 1.42 1.63 1.68 1.77 1.52 1.48 2.04 1.63 1.51 1.65 1.36 0.93 1.29

館　林 3.20 3.00 3.08 3.07 4.01 3.60 3.84 5.26 1.76 3.31 2.28 2.02 1.78

沼　田 2.05 2.16 2.14 2.64 2.91 2.57 1.54 2.85 1.54 2.10 2.33 1.02 1.22

富　岡 3.76 2.08 2.50 3.44 1.85 3.73 3.65 2.04 2.55 3.49 2.35 1.95 3.49

藤　岡 1.76 2.03 1.87 2.23 1.79 1.60 2.17 2.20 1.86 2.18 1.89 1.30 1.61

渋　川 1.31 1.78 1.92 1.38 1.85 2.13 1.68 1.87 1.52 1.74 1.48 1.25 1.14

中之条 4.39 3.69 3.16 4.20 3.64 3.24 2.80 2.06 2.18 3.38 2.65 1.31 1.94

（一般＋パート）

有効求人倍率（原数値）

新規求人倍率（原数値）
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【連　合】

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 2019年 2020年 昨年同時期

（６月５日公表） （昨年６月７日）

2.20％ 2.00％ 1.98％ 2.07％ 2.07％ 1.90％ 2.08％

6,354円 5,779円 5,712円 5,934円 5,997円 5,536円 6,043円

（６月５日公表） （昨年６月７日）

1.88％ 1.81％ 1.87％ 1.99％ 1.94％ 1.81％ 1.95％

4,547円 4,340円 4,490円 4,840円 4,765円 4,512円 4,792円

【日本経団連】

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 2019年 2020年 昨年同時期

（５月21日公表） （昨年４月23日）

2.52％ 2.27％ 2.34％ 2.53％ 2.43％ 2.17％ 2.46％

8,235円 7,497円 7,755円 8,539円 8,200円 7,297円 8,310円

（６月12日公表） （昨年６月18日）

1.87% 1.83% 1.81% 1.89% 1.89% 1.72% 1.87%

4,702円 4,651円 4,586円 4,804円 4,815円 4,471円 4,764円

【厚生労働省】

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

2.38％ 2.14％ 2.11％ 2.26％ 2.18％

7,367円 6,639円 6,570円 7,033円 6,790円

○調査対象
連合 ：「全体」は、規模計。「３００人未満」は、全体の内数。
日本経団連 ：「500人以上」は、原則として東証１部上場。
厚生労働省 ：「主要企業」は、資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業であって、

　労働組合のあるもの。
群馬労働局労働基準部賃金室作成

主要企業

令和２年　春闘　各機関別賃上げ集計状況

全体

300人未満

500人以上

500人未満


